
１　国内経済の見通し
　国内景気の現状と先行きについて、政府と日

銀の判断は次のとおりである。

（1）内閣府「月例経済報告」（2019.12.20）

（2）令和２年度の経済見通しと経済財政運営の
基本的態度（2019.12.18閣議了解）
【令和２年度の経済見通し】

　「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」（規

模は財政支出13.2兆円程度、事業規模26.0兆

円程度）の円滑かつ着実な実施など、各種政策

の効果もあいまって、我が国経済は、雇用・所

【基調判断（12月）】

　景気は、輸出が引き続き弱含むなかで、製

造業を中心に弱さが一段と増しているもの

の、緩やかに回復している。

個人消費

設備投資

輸　　出

生　　産

企業収益

持ち直している。

機械投資に弱さもみられるが、

緩やかな増加傾向にある。

弱含んでいる。

一段と弱含んでいる。

高い水準にあるものの、製造

業を中心に弱含んでいる。企

業の業況判断は、製造業を中

心に引き続き慎重さが増して

いる。

・

・

・

・

・

改善している。

このところ上昇テンポが鈍化

している。

　先行きについては、当面、弱さが残るもの

の、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各

種政策の効果もあって、緩やかな回復が続く

ことが期待される。ただし、通商問題を巡る

動向、中国経済の先行き、英国のＥＵ離脱等

の海外経済の動向や金融資本市場の変動の影

響に加え、消費税率引上げ後の消費者マイン

ドの動向に留意する必要がある。

雇用情勢

消費者物価

・

・

■昨年の国内景気
　四半期別の実質ＧＤＰ成長率（季節調整系列、前期比年率換算）の推移は、次のとおりである。
　１～３月期：2.6％ ⇒ ４～６月期：2.0％ ⇒ ７～９月期：1.8％
　10～12月期は消費増税による駆け込み需要の反動減などからマイナス成長が見込まれ、
2019年の実質ＧＤＰ成長率は0.8％程度となろう。
■昨年の県内景気
　個人消費は、消費増税による駆け込み需要やその反動減がみられたが、傾向としては持ち直しの
動きが続いた。生産活動は、海外経済の減速や米中貿易摩擦の激化による落ち込みが一部に見られ
たものの、全体としては持ち直しの動きが続いた。
　雇用環境も良好に推移し、2019年の県内景気は緩やかな回復が続いたとみられる。
■新年の景気
　新年は、世界の景気は緩やかに回復し、国内景気も内需の底堅さと外需の持ち直しによって緩や
かな回復が続く見通しである。こうしたなか、生産活動、個人消費、民間設備投資などが昨年を上
回り、県内景気も緩やかな回復が続くとみられる。
　県内の主要な業界団体からご協力いただいたアンケート結果（後掲）も踏まえて、以下、新年の
見通しをとりまとめた。

新年（2020年）県内景気見通し
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得環境の改善が続き、経済の好循環が進展する

中で、内需を中心とした景気回復が見込まれる。

●主要経済指標（対前年度比増減率）

（3）日銀「全国企業短期経済観測調査」（短観）
 （2019.12.13）
　全国の中小企業（5,060社。うち製造業1,960社、

非製造業3,100社。回答率99.5％）の業況

判断指数（「良い」企業－「悪い」企業）は、

次のとおりである。

　昨年12月時点の業況判断は、製造業で▲９、

非製造業で７となり、いずれも昨年９月時点と

比べ悪化し、全産業でも４ポイント低下の１と

なった。

　先行き（本年３月）は、全産業では12月か

ら５ポイント低下の▲４となり悪化するとの予

測である。

　当研究所は、海外経済の減速による輸出の減

少や、消費増税による消費低迷への懸念が、企

業の慎重な見方につながっていると考える。

（4）日銀「経済・物価情勢の展望」（2019.11.1）
ａ　わが国の経済の現状

　わが国の景気は、輸出・生産や企業マインド

面に海外経済の減速の影響が引き続きみられる

ものの、所得から支出への前向きの循環メカニ

ズムが働くもとで、基調としては緩やかに拡大

している。

ｂ　経済の中心的な見通し

　政策委員の「大勢見通し」（2019～2021年度）

における実質ＧＤＰの見通しは、次のとおりで

ある。

　先行きのわが国経済は、当面、海外経済の減

速の影響が続くものの、国内需要への波及は限

定的となり、2021年度までの見通し期間を通じ

て、拡大基調が続くとみられる。

ｃ　経済のリスク要因

　上記の見通しに対するリスク要因としては、

次の４点がある。

　第１に、海外経済の動向である。具体的には、

保護主義的な動きの帰趨とその影響、中国を始

めとする新興国・資源国経済の動向、ＩＴ関連

財のグローバルな調整の進捗状況、英国のＥＵ

離脱問題の展開やその影響、地政学的リスク、

こうしたもとでの国際金融市場の動向などが考

えられる。

　第２に、2019年10月に実施された消費税率

引上げの影響である。今回の消費税率引上げ前

の需要増は前回増税時と比べて小幅となってい

る。もっとも、その影響は、消費者マインドや

雇用・所得環境、物価の動向によって変化し得

ることから、引き続き注意する必要がある。

2018年度
実績

2019年度
実績見込み

2020年度
見通し

実質ＧＤＰ 0.3％ 0.9％程度 1.4％程度

民 間 消 費 0.1％ 0.6％程度 1.0％程度

民間企業設備 1.7％ 2.2％程度 2.7％程度

名目ＧＤＰ 0.1％ 1.8％程度 2.1％程度

2019年９月調査 2019年12月調査

最近 12月予測 最近 ３月予測

全 産 業 5 ▲3 1 ▲4

製 造 業 ▲4 ▲9 ▲9 ▲12

非 製 造 業 10 1 7 1
（注）「最近」は回答時点を示す（以下同じ）

（対前年度比、％。＜＞内は中央値）

実質ＧＤＰ

2019年度 ＋0.6 ～ ＋0.7  ＜＋0.6＞

2020年度 ＋0.6 ～ ＋0.9  ＜＋0.7＞

2021年度 ＋0.9 ～ ＋1.2  ＜＋1.0＞
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　第３に、企業や家計の中長期的な成長期待は、

少子高齢化など中長期的な課題への取り組みや

労働市場を始めとする規制・制度改革の動向に

加え、企業のイノベーション、雇用・所得環境

などによって、上下双方向に変化する可能性が

ある。

　第４に、財政の中長期的な持続可能性に対す

る信認が低下する場合、人々の将来不安の強ま

りやそれに伴う長期金利の上昇などを通じて、

経済の下振れにつながる惧れがある。一方、財

政再建の道筋に対する信認が高まり、将来不安

が軽減されれば、経済が上振れる可能性もある。

２　世界経済の見通し
（1）内閣府「月例経済報告」（2019.12.20）
　世界の景気は、全体としては緩やかに回復し

ているが、そのテンポは鈍化している。

　先行きについては、当面は回復の鈍さが残る

ものの、全体としては緩やかに回復していくこ

とが期待される。ただし、通商問題を巡る動向、

中国経済の先行き、英国のＥＵ離脱、金融資本

市場の変動等によるリスクに留意する必要があ

る。

　アメリカでは、景気は回復が続いている。

先行きについては、回復が続くと見込まれる。

ただし、米中間の通商問題を巡る動向及び影

響、今後の政策の動向及び影響、金融資本市

場の変動の影響等に留意する必要がある。

　中国では、景気は、製造業を中心に一段と

弱い動きがみられ、緩やかな減速が続いてい

る。先行きについては、当面は緩やかな減速

が続くことが見込まれるが、各種政策効果が

次第に発現することが期待される。ただし、

米中間の通商問題を巡る動向及び影響、過剰

債務問題への対応、金融資本市場の変動の影

響等によっては、景気が下振れするリスクが

ある。

　ユーロ圏では、景気は弱い回復となっている。

ドイツでは、景気は弱含んでいる。先行きにつ

いては、弱い回復が続くと見込まれる。ただし、

通商問題を巡る動向、英国のＥＵ離脱の影響等

によるリスクに留意する必要がある。

（２）ＩＭＦ（国際通貨基金）の世界経済見通し
 （2019.10.15）
　世界全体・主要国・地域の実質ＧＤＰ成長率

の見通しは、次のとおりである。

　2019年の世界経済の成長率は3.0％になると

見込まれ、これは2008-2009年以降では最低水

準で、2019年４月の「世界経済見通し」から

0.3％ポイントの引下げとなる。成長率は2020年

には3.4％まで回復する（４月時点の見通し

に比べ0.2％ポイントの下方修正）と予測され

るが、これは主に、マクロ経済的ストレス下に

ある中南米の新興市場国、中東、また、欧州の

新興市場国や発展途上国の国々で、景気動向の

（単位：％）

2018年 2019年
（見通し）

2020年
（見通し）

世　界 3.6 3.0 3.4

先進国 2.3 1.7 1.7

日本 0.8 0.9 0.5

米国 2.9 2.4 2.1

ユーロ圏 1.9 1.2 1.4

ドイツ 1.5 0.5 1.2

新興市場国 4.5 3.9 4.6

中国 6.6 6.1 5.8
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改善が予測されることを反映したものである。

　しかし、これらの国々の複数について前途が

不透明である点や、中国と米国の成長鈍化が予

測されること、下振れリスクが目立つことなど

を鑑みると、世界の経済活動のペースが予想よ

りずっと精彩を欠く結果に終わることも十分あ

りえる。

　こうした結果を阻止するために政策では、貿

易摩擦を解消し、多国間協力を再び活発にし、

必要とあらばタイミング良く経済活動支援を実

施することを断固として目指していかなければ

ならない。強靭性を高めるために政策当局者は、

中期的に成長にリスクをもたらす金融上の脆弱

性に対処すべきだ。誰にとってもより良い経済

展望を確実なものにするためには、成長をより

包摂的なものとすることが不可欠であり、これ

は引き続き、全体的な目標として据えられて然

るべきである。

３　県内経済の見通し
（1）日銀秋田支店　秋田県内「全国企業短期経
済観測調査」（2019.12.13）
　県内150社（うち製造業54社、非製造業96社）

の業況判断指数（「良い」企業－「悪い」企業）

は、次のとおりである。

　昨年12月時点の業況判断は、昨年９月時点

と比べ、製造業で「悪い」超幅が縮小（▲９→

▲８）したものの、非製造業で「悪い」超（５

→▲１）に転じ、全産業でも４ポイント低下し

「悪い」超（０→▲４）となった。

　業種別にみると、製造業では「電気機械」が

悪化した一方、「食料品」は改善した。非製造

業では「卸売」、「建設」が改善した一方、「情

報通信」、「宿泊・飲食サービス」、「対個人

サービス」、「対事業所サービス」、「小売」

は悪化した。

　先行き（本年３月）については、製造業では

「鉄鋼・金属」の悪化から、「悪い」超幅が拡

大（▲８→▲11）するとの予測。非製造業では

「小売」、「宿泊・飲食サービス」が改善する

一方、「卸売」、「建設」、「運輸・郵便」、

「対個人サービス」の悪化から、「悪い」超幅

が拡大（▲１→▲８）するとの予測。全産業で

は、「悪い」超幅が拡大（▲４→▲８）すると

の予測である。

　2019年度の売上高は、海外経済減速の影響等

から減収に転じる計画である。経常利益は、海

外経済減速の影響やコスト増加等から、２年連

続で減益となる計画である。設備投資は、能力

増強投資や省力化投資を中心に増加に転じる計

画である。

　昨年12月時点の雇用人員判断指数（「過剰」

－「不足」）は、全産業では９月時点から４ポ

イント改善の▲37となった。先行きは、全産業

では３ポイント悪化の▲40となり、人手不足感

がさらに強まるとの予測である。

（2）県内主要業界団体アンケート結果
ａ　「2019年の業界の業況」および「2020年の

業界の業況見通し」

　15団体から回答していただいた業況および

業況見通しは、次のとおりである。（詳細は後

掲「県内業界団体に聞く新年景気見通し」参照）

2019年９月調査 2019年12月調査

最近 12月予測 最近 ３月予測

全 産 業 0 ▲3 ▲4 ▲8

製 造 業 ▲9 ▲10 ▲8 ▲11

非製造業 5 1 ▲1 ▲8
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　2019年の業況は、「変わらない」が11業界

と多数を占めた。「好況」・「やや好況」と合

わせると12業界であり、本県においても景気は

緩やかに回復していることが裏付けられた。た

だし、昨年と比較すると「やや好況」が１業界

減となった一方、「やや不況が」１業界増とな

り、全体の景況感は小幅ながら後退した。

　2020年の業況見通しは、「変わらない」が

10業界と最も多い。昨年と比較すると、「好転」

が１業界減、「やや好転」が２業界減となった

一方、「変わらない」が１業界増、「やや悪化」

が２業界増となり、全体としては厳しい見通し

となっている。

ｂ　2020年の県内景気見通し

　自業界の業況見通しとは別に、「2020年の県

内景気見通し」についても回答していただいた

が、その結果は次のとおりである。（カッコ内

は昨年の回答結果）

　「変わらない」が昨年より１業界減となった

ものの、12業界と大部分を占めた。また、「や

や悪化」は昨年より３業界増となり、全体とし

ては慎重な見通しである。

ｃ　国内外および県内経済・社会における重大

関心事

　自由記述でお聞きした重大関心事のうち、回

答数の多い事項は、次のとおりである。

【参考】昨年の重大関心事

　昨年と同様に、「働き方改革」や「労働力の

確保（人手不足）」が上位となった。「働き方

改革」は、中小企業に対する時間外労働の上限

規制が2020年４月から適用されるため、関心が

高まっていると思われる。また、「労働力の確

保（人手不足）」は、ほとんどの業界に共通す

る課題であり、人手不足が恒常化・深刻化して

いることがうかがえる。

　次いで、「米中貿易摩擦」が挙げられ、明ら

かな悪影響が出ている業界もあり、関心が寄せ

られている。続く「東京オリンピック・パラリン

ピック」は、インバウンド需要への期待があ

る一方、特需の反動減への不安もあるものと考

えられる。さらに、「技術革新・先端技術」は、

ＡＩや５Ｇが引き続き大きな話題となっている

ことや、生産性向上への活用が期待できること

などから関心が高い。

　他の重大関心事として多かったのは、「人口

2019年の業界の業況 2020年の業況見通し

好　　　況 １業界 好　　転 ０業界

や や 好 況 ０業界 やや好転 ０業界

変わらない 11業界 変わらない 10業界

や や 不 況 ３業界 やや悪化 ５業界

不　　　況 ０業界 悪　　化 ０業界
①　働き方改革

②　労働力の確保（人手不足）

③　米中貿易摩擦

④　東京オリンピック・パラリンピック

⑤　技術革新・先端技術

（８業界）

（７業界）

（６業界）

（６業界）

（５業界）

①　労働力の確保（人手不足）

②　人口減少、少子・高齢化問題

③　消費税率の引上げ

④　働き方改革

⑤　貿易摩擦

（８業界）

（８業界）

（７業界）

（６業界）

（６業界）

好　　　転 ０業界（０業界）

や や 好 転 ０業界（１業界）

変わらない 12業界（13業界）

や や 悪 化 ３業界（０業界）

悪　　　化 ０業界（１業界）
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減少、人材流出」（４業界）、「地方の産業・

企業の活性化」（４業界）、「温暖化対策」（４業

界）である。

　このほか、自業界独自のものを含めて、数多

くの重大関心事があげられているが、詳細は後

掲「県内業界団体に聞く新年景気見通し」を参

照いただきたい。

（3）当研究所の見通し
ａ　国内景気の見通し

　国内景気は、消費増税による落ち込みが一時

的なものにとどまり、その後は内需の底堅さと

外需の持ち直しによって緩やかな回復が続く。

昨年12月に示された政府の総合経済対策も、景

気を底上げする。

　また、五輪後の景気後退は、消費支出と建設

需要の両面において、小さなものにとどまる。

ｂ　県内景気の見通し

　県内景気も、国内景気と同様、緩やかな回復

が続く。リーディング・インダストリーである

電子部品・デバイス産業は、次世代通信規格で

ある５Ｇの関連需要の拡大や、自動車の電動

化・機能向上の進展など世界的なＩＴ需要の回

復によって、生産は持ち直す。また、他の業界

においても、海外経済の減速や米中貿易摩擦の

激化によるマイナスの影響が薄れ、落ち込んだ

生産が回復に向かう。

　個人消費は、消費増税による家計の負担増加

が限定的である一方、雇用環境は良好であり、

所得も改善が見込まれることから、緩やかに拡

大する。

　民間設備投資は、増加傾向で推移する。製造

業、非製造業とも、「人手不足」と「働き方改

革」に対応するため、機械投資や情報化投資へ

積極的になる。

４　さいごに
　国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

踏まえて秋田県が2015年10月に策定した「あ

きた未来総合戦略」は、2019年度末で計画期間

が終了する。この「あきた未来総合戦略」の最

大の目的は「人口減少の克服」と「秋田の創生」

であり、基本目標として次の４点を掲げ、その

下に100近くの施策を設け、それぞれ数値目標

を定めている。

　2018年度末における諸施策の進捗状況をみ

ると、約半数が数値目標を達成した一方、残る

半数は未達成となっている。未達成となった施

策については、関係機関や県民の取組みにより、

一つでも多く目標達成となるよう期待したい。

　「あきた未来総合戦略」は、2020年度から

2024年度までさらに５年間継続されることが

決まっており、すでに「第２期あきた未来総合

戦略（仮称）骨子案」が示され、議論が進んでい

る。この骨子案の基本目標は、次の４点である。

　本年３月には計画が決定され、４月から実施

に移される見込みであり、「産官学金労言」の

各界が協力・連携を強めるとともに、県民一人

ひとりが主体的に参画し、成果を積み上げてい

きたい。 （相原　学）

１　産業振興による仕事づくり
２　移住・定住対策
３　少子化対策
４　新たな地域社会の形成

１　産業振興による仕事づくり
２　新しい人の流れづくり
３　結婚・出産・子育ての希望をかなえる社会
　　づくり
４　新たな時代に対応した地域づくり・人づく
　　り
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